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※ 各法人の年度計画に係る業務実績を検証願います(提出期限 7 月 20 日(金))。検証は法人ごとに行うもので、法人間の比較を行うものではありません。 

 

県立病院法人(三病院共通)委員検証シート 
 
３ 予算(人件費の見積含む。)、収支計画及び資金計画 

岐阜県総合医療センター 岐阜県立多治見病院 岐阜県立下呂温泉病院 
H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 

   ・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

   ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

   ・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

   ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

   ・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

   ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

 

項目番号 27 

 
「２ 業務運営の改善及び効率化
に関する目標を達成するための取
組」で定めた計画を確実に実施する
ことにより、業務運営の改善及び効
率化を進めるなどして、経常収支比
率１００％以上、医業収支比率１０
０％以上（重症心身障がい児施設を
除く。）及び職員給与費対医業収益
比率を５０％以下（重症心身障がい
児施設を除く。）とすることを目指
す。 
 

 
 
※経常収支比率・医業収支比率・職員給
与費対医業収益比率 

 
中期計画上の取組を確実に実施するこ
とで、業務運営の改善及び効率化を進め
た。その結果、経常収支比率 100.1％、医
業収支比率 104.6%、職員給与費対医業収
益比率 48.0％と年度計画の目標を達成し
た。 
 
○経常収支比率・医業収支比率・職員給 
与費対医業収益比率         単位：％ 

項目／年度 H27 H28 H29 
経常収支比率 99.6 98.8 100.1 
医業収支比率 
※ 

－ － 104.6 

職員給与費対
医業収益比率 
（人件費比率）※ 

48.4 48.9 48.0 

 ※重症心身障がい児施設を除く 
 
病院運営については、3期ぶりに黒字を

計上することができたものの、今後、南
棟を含めた施設の整備や本館開設時に購
入した医療機器の更新に伴う減価償却、
老朽化に伴う建物修繕等費用の増加が見
込まれるほか、平成 31 年 10 月に予定さ
れている消費税引き上げなど、引き続き
厳しい状況が続くものと予想される。 
安定的な病院運営ができるよう、今後と
も経営基盤の強化と収益確保のための努
力を継続していく必要がある。（●） 

 

 

Ⅳ 

 

項目番号 26 

 
「２ 業務運営の改善及び効率化

に関する目標を達成するための取
組」で定めた計画を確実に実施する
ことにより、業務運営の改善及び効
率化を効果的に進めるなどして、経
常収支比率１００％以上、医業収支
比率１００％以上及び職員給与費対
医業収益比率を５０％以下とするこ
とを目指す。 

 

 
 
※経常収支比率・医業収支比率・職員給
与費対医業収益比率 

・ 医業収益の増と経費節減などの努力
によって、経常収支比率 102.0％となっ
た。職員給与費対医業収益比率は目標
の 50％以下を上回ったため、業務の効
率化や医業収益の更なる増収を目指し
ていく。 

 
【経常収支比率・職員給与費対医業収益比率】  

単位：％ 
区分＼年度 H27 H28 H29 

経常収支 100.5 100.7 102.0 
職員給与費 51.5 51.7 51.0 

 
 
 

 

 

 

Ⅳ 

 

項目番号 25 

 
「２ 業務運営の改善及び効率化に関
する目標を達成するための取組」で定
めた計画を確実に実施することによ
り、業務運営の改善及び効率化を進め
るなどして、中期目標の期間の最終年
度までに、経常収支比率を１００％以
上、医業収支比率を１００％以上及び
職員給与費対医業収益比率を６０％以
下とすることを目指す。 
 

 
 
【経常収支比率】(●) 
経常収支比率について、収支計画の設定

比率 91.1％に対して、決算では 89.6％と
なり、1.5ポイント計画を下回った。 

 
【医業収支比率】（●） 
  医業収支比率について、収支計画の設定
比率 95.2％に対して、決算では 93.1％と
なり、2.1ポイント計画を下回った。 
 
【職員給与費対医業収益比率】(●) 
 職員給与費対医業収益比率について、収
支計画の設定比率 78.7％に対して、決算
では 80.6％となり、1.9 ポイント下回っ
た。 
 
 次年度以降、引き続き計上収支比率及び
医業収支比率 100％以上、職員給与費対医
業収益比率 60％以下を目指して経営努力
を続けていく。 
 
【経常収支比率・職員給与費対医業収益比率等】 

指標区分 27年度 28年度 29年度 

経常収支比率 86.6 % 87.4 % 89.6 % 

職員給与費対
医業収益比率 

80.9 % 82.9 % 80.6 % 

医業収支比率 90.6 % 90.8 % 93.1 % 

 

 

 

 

Ⅱ 

3-1 予算(平成 29 年度) 

(単位：百万円) 

区  分 計画額 

収入  

 

営業収益 22,964 

 

医業収益 21,238 

運営費負担金収益 1,282 

重症心身障がい児施
設収益 

114 

 

その他営業収益 330 

営業外収益 190 

 
運営費負担金収益 134 

その他営業外収益 57 

資本収入 892 

 

長期借入金 241 

運営費負担金 651 

その他資本収入 － 

その他の収入 － 

計 24,046 

3-1 決算(平成 29 年度) 

(単位：百万円) 

区  分 決算額 増減 

収入   

 

営業収益 23,132 168 

 

医業収益 21,435 215 

運営費負担金収益  1,233 ▲49 

重症心身障がい児
施設収益 

133 19 

その他営業収益 312 ▲18 

営業外収益 184 ▲6 

 
運営費負担金収益  130 ▲4 

その他営業外収益  53 ▲4 

資本収入 907 15 

 

長期借入金 241 0 

運営費負担金 663 12 

その他資本収入 2 2 

その他の収入 49 49 

計 24,274 228 

 3-1 予算(平成 29 年度) 

(単位：百万円) 

区  分 金  額 

収入  

 

営業収益 １７，７１７ 

 

医業収益 １６，６３９ 

運営費負担金収益 １，０２１ 

その他営業収益 ５７ 

営業外収益 １３３ 

 
運営費負担金収益 ４１ 

その他営業外収益 ９２ 

資本収入 １，２２５ 

 

長期借入金 ７３６ 

運営費負担金 ４１４ 

その他資本収入 ７５ 

その他の収入 ０ 

計 １９，０７５ 

支出  

 営業費用 １６，０９０ 

3-1 決算(平成 29 年度) 

(単位：百万円) 

区  分 金  額 

収入  

 

営業収益 １９，３０３ 

 

医業収益 １８，１５７ 

運営費負担金収益 １，０７２ 

その他営業収益 ７４ 

営業外収益 １５０ 

 
運営費負担金収益 ４１ 

その他営業外収益 １０９ 

資本収入 １，０７０ 

 

長期借入金 ７２４ 

運営費負担金 ３２３ 

その他資本収入 ２３ 

その他の収入 ０ 

計 ２０，５２３ 

支出  

 営業費用 １６，３７７ 

 3-1 予算(平成 29 年度) 

(単位：百万円) 

区  分 金 額 

収入  

 

営業収益 4,425 

 

医業収益 3,479 

運営費負担金収益 915 

その他営業収益 31 

営業外収益 73 

 
運営費負担金収益 60 

その他営業外収益 13 

資本収入 249 

 

長期借入金 112 

運営費負担金 124 

その他資本収入 13 

その他の収入 0 

計 4,747 

支出  

 営業費用 4,028 

3-1 決算(平成 29 年度) 

(単位：百万円) 

区  分 決算額 増減 

収入   

 

営業収益 4,278 ▲147 

 

医業収益 3,429 ▲50 

運営費負担金収益 819 ▲96 

その他営業収益 29 ▲2 

営業外収益 72 ▲1 

 
運営費負担金収益 60 0 

その他営業外収益 12 ▲1 

資本収入 141 ▲108 

 

長期借入金 24 ▲88 

運営費負担金 103 ▲21 

その他資本収入 13 0 

その他の収入 0 0 

計 4,491 ▲256 

支出   

 営業費用 4,200 172 

 

5 ブロック：3 予算、収支計画及び資金計画 ～ 8-4 法人が負担する債務の償還 
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岐阜県総合医療センター 岐阜県立多治見病院 岐阜県立下呂温泉病院 
H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 

   ・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

   ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

   ・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

   ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

   ・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

   ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

支出  

 

営業費用 20,090 

 

医業費用 19,458 

 

給与費 9,640 

材料費 6,553 

経費 3,086 

研究研修費 178 

重症心身障がい児施
設費用 

296 

一般管理費  337 

 

 
給与費 305 

経費 32 

営業外費用 198 

資本支出 2,171 

 

建設改良費 2,149 

償還金 982 

その他資本支出 40 

その他の支出 － 

計 23,459 

(注記 略) 

支出   

 

営業費用 20,774 684 

 

医業費用 20,161 703 

 

給与費 9,889 249 

材料費 6,980 427 

経費 3,126 40 

研究研修費 164 ▲14 

重症心身障がい児
施設費用 

279 ▲17 

一般管理費 334 ▲3 

 
給与費 306 1 

経費 28 ▲4 

営業外費用 192  ▲6 

資本支出 4,730 1,559 

 

建設改良費 1,196 ▲953 

償還金 982 0 

その他資本支出 2,552 2,512 

その他の支出 49 49 

計 25,747 2,288 

(注記 略) 

 

医業費用 １５，６２３ 

 

給与費 ８，４７８ 

材料費 ４，４２６ 

経費 ２，６５９ 

研究研修費 ６０ 

一般管理費 ４６７ 

 
給与費 ３１５ 

経費 １５２ 

営業外費用 ９７ 

資本支出 ２，０１２ 

 

建設改良費 １，４２０ 

償還金 ５１５ 

その他資本支出 ７７ 

その他の支出 １０ 

計 １８，２０９ 

(注記 略) 

 

医業費用 １５，８７１ 

 

給与費 ８，２３８ 

材料費 ４，８１５ 

経費 ２，７６２ 

研究研修費 ５６ 

一般管理費 ５０６ 

 
給与費 ３６４ 

経費 １４２ 

営業外費用 １０３ 

資本支出 １，８３９ 

 

建設改良費 １，２５５ 

償還金 ５２３ 

その他資本支出 ６１ 

その他の支出 ０ 

計 １８，３１９ 

(注記 略) 

 

医業費用 3,869 

 

給与費 2,393 

材料費 581 

経費 877 

研究研修費 19 

一般管理費 159 

 
給与費 111 

経費 48 

営業外費用 103 

資本支出 367 

 

建設改良費 191 

償還金 175 

その他資本支出 1 

その他の支出 0 

計 4,498 

(注記 略) 

 

医業費用 4,364 126 

 

給与費 2,612 227 

材料費 570 32 

経費 749 ▲128 

研究研修費 14 ▲5 

一般管理費 205 46 

 
給与費 139 28 

経費 66 18 

営業外費用 102 ▲1 

資本支出 258 ▲109 

 

建設改良費 85 ▲106 

償還金 174 ▲1 

その他資本支出 0 ▲1 

その他の支出 0 0 

計 4,560 62 

(注記 略) 

3-2 収支計画(平成 29 年度) 

(単位：百万円) 

区  分 計画額 

収益の部 23,126 

 

営業収益 22,939 

 

医業収益 21,206 

運営費負担金収益 1,282 

資産見返負債戻入 17 

重症心身障がい児
施設収益 

113 

その他営業収益 321 

営業外収益 187 

 

運営費負担金収益 134 

その他営業外収益 53 

臨時利益 － 

費用の部 22,786 

 

営業費用 21,898 

 医業費用   21,197 

  

 

給与費 9,925 

材料費 6,075 

減価償却費 2,111 

経費 2,914 

研究研修費 361 

重症心身障がい児
施設費用 

340 

 

給与費 216 

材料費 29 

減価償却費 50 

経費 40 

研究研修費 5 

一般管理費 361 

 給与費 328 

減価償却費 4 

経費 29 

営業外費用 888 

臨時損失 － 

予備費 － 

3-2 収支計画に対する実績 

(単位：百万円) 

区  分 決算額 増減 

収益の部 23,416 290 

 

営業収益 23,107 168 

 

医業収益 21,420 214 

運営費負担金収益  1,233 ▲49 

資産見返負債戻入  17 0 

重症心身障がい児
施設収益 

133 20 

その他営業収益 303 ▲18 

営業外収益 181 ▲6 

 

運営費負担金収益  130 ▲4 

その他営業外収益  50 ▲3 

臨時利益 127 127 

費用の部 23,312 526 

 

営業費用 22,250 352 

 医業費用   21,622 425 

 

給与費 9,952 27 

材料費 6,494 419 

減価償却費 2,065 ▲46 

経費 2,960 46 

研究研修費 149 ▲23 

重症心身障がい児
施設費用 

277 ▲63 

 

給与費 216 0 

材料費 12 ▲17 

減価償却費 0 ▲50 

経費 46 6 

研究研修費 0 ▲5 

一般管理費 350 ▲11 

 給与費 320 ▲8 

減価償却費 3 ▲1 

経費 26 ▲3 

営業外費用 1,013 125 

臨時損失 48 48 

予備費 － － 

 3-2 収支計画(平成 29 年度) 

(単位：百万円) 

区  分 金  額 

収益の部 １７，８２３ 

 

営業収益 １７，６９４ 

 

医業収益 １６，６１１ 

運営費負担金収益 １，０２１ 

資産見返負債戻入 ６ 

その他営業収益 ５６ 

営業外収益 １２９ 

 
運営費負担金収益 ４１ 

その他営業外収益 ８８ 

臨時利益 ０ 

費用の部 １７，７２３ 

 

営業費用 １７，０８９ 

 

医業費用 １６，６０７ 

 

給与費 ８，３６０ 

材料費 ４，３６６ 

経費 ２，４９３ 

減価償却費 １，３３２ 

研究研修費 ５６ 

一般管理費 ４８２ 

 

給与費 ３１０ 

減価償却費 ２６ 

経費 １４６ 

営業外費用 ６２４ 

臨時損失 ０ 

予備費 １０ 

純利益 １００ 

目的積立金取崩額 ０ 

総利益 １００ 

(注記 略) 

 

 

3-2 収支計画に対する実績 

(単位：百万円) 

区  分 金  額 

収益の部 １８，３５３ 

 

営業収益 １８，０４４ 

 

医業収益 １６，９０１ 

運営費負担金収益 １，０６４ 

資産見返負債戻入 ７ 

その他営業収益 ７２ 

営業外収益 １３２ 

 
運営費負担金収益 ４１ 

その他営業外収益 ９１ 

臨時利益 １７７ 

費用の部 １７，８９８ 

 

営業費用 １７，０８２ 

 

医業費用 １６，５２８ 

 

給与費  ８，２４４ 

材料費  ４，４４９ 

経費  ２，５７２ 

減価償却費 １，２１１ 

研究研修費  ５２ 

一般管理費 ５５４ 

 

給与費 ３８１ 

減価償却費 ２６ 

経費 １４７ 

営業外費用 ７４０ 

臨時損失 ７６ 

予備費 ０ 

純利益 ４５５ 

目的積立金取崩額 ０ 

総利益 ４５５ 

(注記 略) 

 

 

 3-2 収支計画(平成 29 年度) 

(単位：百万円) 

区  分 金  額 

収益の部 4,485 

 

営業収益 4,413 

 

医業収益 3,467 

運営費負担金収益 915 

資産見返負債戻入 0 

その他営業収益 31 

営業外収益 72 

 
運営費負担金収益 60 

その他営業外収益 12 

臨時利益 0 

費用の部 4,925 

 

営業費用 4,634 

 

医業費用 4,447 

 

給与費 2,609 

材料費 538 

経費 826 

減価償却費 456 

研究研修費 18 

一般管理費 188 

 

給与費 120 

減価償却費 22 

経費 45 

営業外費用 291 

臨時損失 0 

予備費 0 

純利益 ▲440 

目的積立金取崩額 0 

総利益 ▲440 

(注記 略) 

 

 

 

3-2 収支計画に対する実績 

(単位：百万円) 

区  分 決算額 増減 

収益の部 4,338 ▲147 

 

営業収益 4,265 ▲148 

 

医業収益 3,417 ▲50 

運営費負担金収益 819 ▲96 

資産見返負債戻入 0 0 

その他営業収益 29 ▲2 

営業外収益 72 0 

 
運営費負担金収益 60 0 

その他営業外収益 13 1 

臨時利益 0 0 

費用の部 4,839 ▲86 

 

営業費用 4,579 ▲55 

 

医業費用 4,364 ▲83 

 

給与費 2,612 3 

材料費 570 32 

経費 709 ▲117 

減価償却費 462 6 

研究研修費 12 ▲6 

一般管理費 215 27 

 

給与費 143 23 

減価償却費 23 1 

経費 49 4 

営業外費用 261 ▲30 

臨時損失 0 0 

予備費 0 0 

純利益 ▲501 ▲61 

目的積立金取崩額 0 0 

総利益 ▲501 ▲61 

(注記 略) 
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岐阜県総合医療センター 岐阜県立多治見病院 岐阜県立下呂温泉病院 
H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 

   ・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

   ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

   ・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

   ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

   ・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

   ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

純利益 340 

目的積立金取崩額 － 

総利益 340 

 (注記 略) 

純利益 103 ▲ 237 

目的積立金取崩額 － － 

総利益 103 ▲ 2 3 7 

(注記 略) 

3-3 資金計画(平成 29 年度) 

(単位：百万円) 

区  分 計画額  

資金収入 39,820 

 

業務活動による収入 22,928 

 

診療業務による収入 21,352 

運営費負担金によ
る収入 

1,416 

その他の業務活動
による収入 

161 

投資活動による収入 56 

 

運営費負担金によ
る収入 

56 

その他の投資活動
による収入 

－ 

財務活動による収入 836 

 

長期借入による収入 241 

その他の財務活動
による収入 

595 

前事業年度からの繰越金  16,000 

資金支出 39,820 

 

業務活動による支出 20,062 

 

給与費支出 10,161 

材料費支出 6,584 

その他の業務活動
による支出 

3,317 

投資活動による支出 2,189 

 

有形固定資産の取
得による支出 

2,149 

その他の投資活動
による支出 

40 

財務活動による支出 982 

 

長期借入金の返済
による支出 

520 

移行前地方債償還
債務の償還による
支出 

462 

その他の財務活動
による支出 

－ 

翌事業年度への繰越金 16,587 

 (注記 略) 

3-3 資金計画に対する実績 

(単位：百万円) 
区  分 決算額 増減 

資金収入 40,341 521 

 

業務活動による収入 23,002 74 

 

診療業務による収入 21,505 153 

運営費負担金によ
る収入 

1,364 ▲52 

その他の業務活動
による収入 

132 ▲29 

投資活動による収入 81 25 

 

運営費負担金によ
る収入 

68 12 

その他の投資活動
による収入 

12 12 

財務活動による収入 836 0 

 

長期借入による収入 241 0 
その他の財務活動
による収入 

596 0 

前事業年度からの繰越金 16,421 421 

資金支出 40,341 521 

 

業務活動による支出 20,640 578 

 

給与費支出 10,411 250 

材料費支出 7,006 422 
その他の業務活
動による支出 

3,222 ▲95 

投資活動による支出 3,695 1,506 

 

有形固定資産の
取得による支出 

1,153 ▲996 

その他の投資活
動による支出 

2,541 2,501 

財務活動による支出 982 0 

 

長期借入金の返
済による支出 

519 ▲1 

移行前地方債償
還債務の償還に
よる支出 

462 0 

その他の財務活
動による支出 

－ － 

翌事業年度への繰越金 15,023 ▲1,564 

（注記 略） 

 3-3 資金計画(平成 29 年度) 

(単位：百万円) 

区  分 金  額 

資金収入 ２７，７０２ 

 

業務活動による収入 １７，８５０ 

 

診療業務による収入 １６，６３９ 

運営費負担金による
収入 

１，０６２ 

その他の業務活動に

よる収入 
１４９ 

投資活動による収入 １１５ 

 

運営費負担金による
収入 

４０ 

その他の投資活動に
よる収入 

７５ 

財務活動による収入 １，１１０ 

 
長期借入による収入 ７３６ 

その他の財務活動に
よる収入 

３７４ 

前事業年度からの繰越金 ８，６２７ 

資金支出 ２７，７０２ 

 

業務活動による支出 １６，１８７ 

 

給与費支出 ８，７９３ 

材料費支出 ４，４２５ 

その他の業務活動に
よる支出 

２，９６９ 

投資活動による支出 １，４９６ 

 

有形固定資産の取得
による支出 

１，４２０ 

その他の投資活動に
よる支出 

７６ 

財務活動による支出 ５１５ 

 

長期借入金の返済に
よる支出 

１９９ 

移行前地方債償還債
務の償還による支出 

３１６ 

その他の財務活動に
よる支出 

０ 

翌事業年度への繰越金 ９，５０４ 

(注記 略) 

3-3 資金計画に対する実績 

(単位：百万円) 

区  分 金  額 

資金収入 ２８，１８８ 

 

業務活動による収入 １８，５２７ 

 

診療業務による収入 １７，０４５ 

運営費負担金による
収入 

１，１１３ 

その他の業務活動に
よる収入 

３６９ 

投資活動による収入 ８７ 

 

運営費負担金による

収入 
１９ 

その他の投資活動に
よる収入 

６８ 

財務活動による収入 １，０２８ 

 長期借入による収入 ７２４ 

 
その他の財務活動に
よる収入 

３０４ 

前事業年度からの繰越金 ８，５４６ 

資金支出 ２８，１８８ 

 

業務活動による支出 １６，６７７ 

 

給与費支出 ６，８６５ 

材料費支出 ４，７７２ 

その他の業務活動に
よる支出 

５，０４０ 

投資活動による支出 １，４５２ 

 

有形固定資産の取得
による支出 

１，３７５ 

その他の投資活動に
よる支出 

７７ 

財務活動による支出 ５２３ 

 
長期借入金の返済に
よる支出 

２０７ 

 
移行前地方債償還債
務の償還による支出 

３１６ 

 
その他財務活動によ
る支出 

０ 

翌事業年度への繰越金 ９，５３６ 

(注記 略) 

 3-3 資金計画(平成 29 年度) 

(単位：百万円) 

区  分 金  額 

資金収入 7,113 

 

業務活動による収入 4,498 

 

診療業務による収入 3,479 
運営費負担金による
収入 

975 

その他の業務活動に
よる収入 

44 

投資活動による収入 137 

 

運営費負担金による
収入 

124 

その他の投資活動に
よる収入 

13 

財務活動による収入 112 

 
長期借入による収入 112 
その他の財務活動に
よる収入 

0 

前事業年度からの繰越金 2,366 

資金支出 7,113 

 

業務活動による支出 4,132 

 

給与費支出 2,504 

材料費支出 581 

その他の業務活動に
よる支出 

1,047 

投資活動による支出 191 

 

有形固定資産の取得
による支出 

191 

その他の投資活動に
よる支出 

0 

財務活動による支出 175 

 

長期借入金の返済に
よる支出 

107 

移行前地方債償還債
務の償還による支出 

68 

その他の財務活動に
よる支出 

０ 

翌事業年度への繰越金 2,615 

(注記 略) 

3-3 資金計画に対する実績 

(単位：百万円) 

区  分 決算額 増減 

資金収入 6,986 ▲127 

 

業務活動による収入 4,361 ▲137 

 

診療業務による収入 3,440 ▲39 
運営費負担金による
収入 

879 ▲96 

その他の業務活動に
よる収入 

41 ▲3 

投資活動による収入 5 ▲132 

 

運営費負担金による
収入 

5 ▲119 

その他の投資活動に
よる収入 

0 ▲13 

財務活動による収入 123 11 

 長期借入による収入 24 ▲88 

 
その他の財務活 
動による収入 

98 98 

前事業年度からの繰越金 2,497 131 

資金支出 6,986 ▲127 

 

業務活動による支出 4,257 125 

 

給与費支出 2,722 218 
材料費支出 612 31 

その他の業務活動 
による支出 

924 ▲123 

投資活動による支出 64 ▲127 

 

有形固定資産の取得
による支出 

64 ▲127 

その他の投資活 
動による支出 

0 0 

財務活動による支出 174 ▲1 

 
長期借入金の返済に
よる支出 105 ▲2 

 
移行前地方債償還 
債務の償還による支出 

68 0 

 
その他財務活動によ
る支出 

0 0 

翌事業年度への繰越金 2,491 ▲124 

(注記 略) 

 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 
 

 

 

 

 

自己評価理由 
 
経常収支比率 100.1%、
医業収支比率 104.5%、
職員給与費対医業収益
比率 48.0%と年度計画
の目標を達成できてお
り、項目全体で特に進捗
していると評価。 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了したも

のを除く。） 
 

 

 

 

自己評価理由 

 
独法化以降８年連続の黒

字を計上でき、経営状況

が安定している。 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了したも

のを除く。） 
 
経常収支比率、医業収支比率、職員給与費対医業収益比率（●） 
○経常収支比率、医業収支比率及び職員給与費対医業収益比 

率は、前年度比でいずれも改善したものの、年度計画を下
回っている。 

・経常収支比率    87.4％（H28）→ 89.6％（H29）  
H29計画の設定比率  91.1％  

・医業収支比率    90.8％（H28）→ 93.1％（H29）  
H29計画の設定比率 95.2％ 

・職員給与費対医業収益比率 82.9％（H28）→80.6％（H29） 
H29計画の設定比率 78.7％ 

 
○営業収益については、入院収益約 8,100万円の増、外来 

収益約 2,700万円の増などにより、約１億 3,600万円増加 
した。 

自己評価理由 

 
経営改善に取り組み、収益

（経常・医業）は前年度比

で増加したものの、年度計

画を下回っているため、

「Ⅱ」と評価。 

 
 昨年度の評価結果に対する取組状況 
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岐阜県総合医療センター 岐阜県立多治見病院 岐阜県立下呂温泉病院 
H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 

   ・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

   ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

   ・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

   ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

   ・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

   ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

・入院延べ患者数増加に伴う収益増  
60,489人（H28）→61,098人（H29） 609人増 1.0％増  

 入院の診療単価  
36,286円（H28）→37,246円（H29）960円増 2.6％増 

・外来延べ患者数減少に伴う収益減  
84,082人（H28）→85,636人（H29）1,554人増 1.8％増 

 外来の診療単価  
11,508円（H28）→11,625円（H29）117円増 1.0％増  

 
○営業費用については、医療機器保守委託料等に係る契約方
法の見直しにより経費は減少したものの、収益連動による
材料費の増などにより、約 3,300万円増加した。 

 

昨年度の評価結果に対する取組状況 

 
経常収支比率、医業収支比率及び職員給与費対医業収益比

率は、前年度比でいずれも改善したものの、年度計画を下回
っている。次年度以降、引き続き経常収支比率及び医業収支
比率 100％以上、職員給与費対医業収益比率 60％以下を目指
して経営努力を続けていく。 

昨年度の評価結果に対する取組状況 H28 評価結果（経常

収支について、２年連続でわずかに年度計画を下回ってお

り、改善に向け努力されたい 

⇒ H29 年度は目標を達成できた。 
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県立病院法人(三病院共通)委員検証シート 

 
８－１ 職員の就労環境の向上 

岐阜県総合医療センター 岐阜県立多治見病院 岐阜県立下呂温泉病院 
H29 度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 

      ・特に進捗した取組 

   ・その他の主な取組 

   ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

    ・特に進捗した取組 

 ・その他の主な取組 

    ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

          ・特に進捗した取組 

    ・その他の主な取組 

  ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

 

項目番号 28 

１ 職員の就労環境の整備 
職員の精神的な悩みなどに対

して窓口を設置し、専門家によ
る定期的な相談体制を充実する
とともに、ハラスメント防止に
向けた職員への周知活動など院
内相談窓口の機能を強化する。 
また、２４時間体制で警備員

を配置し、併せて「院内暴力対
応マニュアル」を周知すること
で、院内暴力に対する取組を強
化する。 
さらに、職員の専門的能力が

十分に活用される効果的な病院
運営のため、医師事務作業補助
職員や看護事務補助職員をはじ
めとする専門職の雇用を拡充
し、病院職員の最適な勤務環境
の改善に努める。 
医師住宅、看護師寮などの福

利厚生施設の整備について検討
し、ゆとりある職場環境を創造
し、職員が安全かつ安心して勤
務できる勤務環境づくりに取り
組む。 
また、「女性職員が継続して

働ける病院づくり委員会」が行
った働きやすい職場環境づくり
アンケート調査結果の意見を踏
まえ、女性職員が働きやすい労
務環境の改善について検討す
る。 
さらに、仕事と生活をともに

充実したものとするため、１箇
月単位の変形労働時間制の利点
を活かし、時間外勤務時間の縮
減、年次有給休暇の取得促進、
代休の取得や週休日の振替の徹
底等、適切な労働時間の管理の
下、職員の家庭環境に配慮する。 

 
２ 職員の健康管理対策の充実 
病院職員の健康管理のため、

地方独立行政法人化前と同程度
以上の健診（定期健康診断及び
人間ドック）や任意検査等（各
種抗体検査や予防接種等）を実
施するとともに、ストレスチェ
ックを実施することで、メンタ
ルヘルスにも配慮した職員の健
康管理対策の充実を図る。 

 
 
 
 
 

 
 
１ 職員の就労環境の整備 
・ハラスメント防止に向けて、院内相談窓口
を２つから３つに増やすとともに、専用ア
ドレスを設置し、相談環境を整えた。 

・所属ごとに勤務環境改善の取組み結果を集
約し、参考例として全所属に周知した。 

・24時間体制で警備員を配置し、併せて「院
内暴力対応マニュアル」を周知することで、
院内暴力に対する取組を強化した。 

・専門職の雇用を拡充し、病院職員の最適な
勤務環境の改善に努めた。 

・医師住宅の浄化槽保守点検、清掃等適切な
管理に努めた。 

・平成 28年４月から開所した病児・病後児保
育施設の運用について、「女性職員が継続し
て働ける病院づくり委員会」で検討を行い、
保育所運営を行う保育所運営協議会に対し
て運用の見直しと改善についての提言を行
った。保育所運営協議会で予約方法の見直
し等を行い、利便性向上を図った。 

・衛生・労働安全委員会で、長時間残業職員
数を報告し、縮減するよう啓発に努めた。 

・看護師のみならず医師やコメディカルにつ
いても、変形労働時間制による勤務を採用
することにより、時間外勤務時間の縮減に
努めている。 

・医局会や看護師長会を通じ、代休の取得や
週休日の振替の徹底を図った。 

 
○代休等取得状況           単位：件              

項目／年度 H27 H28 H29 

代休取得 37 53 33 

週休日振替 1,445 1,142 850 

 

 

 

 

 

 
２ 職員の健康管理対策の充実 
・下記のとおり職員の健康管理対策の充実に
努めた。 

＜健康診断＞ 
・地方独立行政法人化前と同様の一般定期健
康診断に加え、非常勤職員に対しては、協
会けんぽの生活習慣病予防検診を活用する
とともに、人間ドックを希望する常勤職員
に対しては、共済組合の助成を受けた人間
ドックを実施した。 

・例年実施する放射線取扱業務等に従事する
職員に加え、平成 29年度は、３年に１回実
施する必要がある粉じん業務に従事する職
員に対しても健康診断を実施した。 

 

 

 

Ⅳ 

 

項目番号 27 

１ 職員の就労環境の整備 
・効率的に働きやすい職場環境づ

くりを推進するため、看護師
長・チーフ等を対象とするマネ
ジメント研修を実施する。 

・必要に応じて職員募集や再雇用
制度などによる人数の確保や、
育児部分休業の活用など仕事
と家庭を両立させるための柔
軟な勤務時間体制を推進する。 

・業務負担の軽減を図るため、有
給休暇の取得や時間外勤務の
縮減のための対策を検討する。 

・平成２７年度に設置した「時間
外勤務改善会議」により、時間
外勤務の縮減を図り、長時間労
働の環境改善と健康障害の防
止を推進する。 

・職員食堂を直営化し、職員の福
利厚生の充実と厨房職員等の
雇用創出を図る。 

・職員の福利厚生について、他院
の状況を把握し充実させるた
めのあり方を検討する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 職員の健康管理対策の充実 

全職員の健康管理対策及びメ 
ンタルヘルス対策の充実を図る
ために、衛生管理者や保健師を活
用し、法定健診（定期健康診断、
人間ドック）、任意検査等（各種
抗体検査、各種予防接種）の実施
や、作業環境管理の改善に向けた
取組を行う。 
○メンタルヘルス対策 
・精神疾患の未然防止のため、新

規採用職員を対象とした研修
会や職位等に応じた研修会を
実施する。 

・定期健康診断にあわせ、「スト
レスチェック」を全職員対象に
実施する。 

○定期健康診断及び特殊健康診
断 

・労働安全衛生法に基づき、非常
勤職員を含む全職員に対して

 
 
１ 職員の就労環境の整備 
・ 年次休暇の取得について、各部門長に
より計画的な取得を推進するとともに、
夏期休暇やリフレッシュ休暇などの休暇
の取得促進を図った。 

・ 職員食堂における特別メニュー、イベ
ントメニューの導入や職員エリア内に設
置してある飲料自動販売機の販売価格の
見直しを行った。 

 
【有給休暇取得率】   単位：％ 

区分＼年度 H27 H28 H29 

年次休暇 27.3 27.5 25.9 

夏期休暇 92.5 87.6 86.3 

誕生日休暇 74.7 79.1 79.4 

ﾘﾌﾚｯｼｭ休暇 － 78.2 78.3 

 
【育児部分休業及び育児短時間勤務利用者数】 

    単位：人（各年度末時点） 
区分＼年度 H27 H28 H29 

利用者数 27 29 35 

 
【医師・看護師事務作業補助者数】 

単位：人（各年度末時点） 
区分＼年度 H27 H28 H29 

医師事務作業補助
者（医療クラーク） 

43 37 37 

病棟事務補助者 
（看護クラーク） 

12 11 16 

合 計 55 48 53 

 
２ 職員の健康管理対策の充実 
・ 新規採用者のオリエンテーション時に 
精神科部長を講師 として、メンタルヘ 
ルスについての研修を行った。また、 

 管理職、課長補佐級職員を対象にメンタ
ルヘルス講習会を実施した。 

・ 前期一般定期健康診断とあわせて「ス
トレスチェック」を実施した。また、定
期健康診断や人間ドックの確実な受診を
促し、要精密検査等の指示のあった職員
に対するフォローアップも行った。健康
管理対策の充実に努めた。 

 
【メンタルヘルスケア相談件数】単位：件 

H27 H28 H29 

9 10 15 

 
【メンタルヘルス講習会参加者数】単位：人  

H27 H28 H29 

88 78 92 
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項目番号 26 

１ 職員の就労環境の整備 
医療従事者の業務負担を

軽減するため、必要な人数
の確保に努めるとともに、
時間外勤務の縮減等の勤務
環境の改善を図る。また、
職員の実情に応じた柔軟な
勤務形態の導入等次の対策
を講じる。 
・変則２交代制や２交代制
等、多様な勤務形態の導
入による人員の確保に努
め、看護職員の業務負担
の軽減を図る。 

・管理当直業務については、
非常勤業務補助職員を増
員して対応することによ
り、常勤職員の時間外勤
務を軽減する。 

・院内相談窓口の機能を強
化する。 

・ワークライフバランスの
向上、労務管理の手引き
書の作成に取り組む等就
労環境の整備を行う。 

・新卒看護職員卒後研修や
再就職支援研修を開催
し、看護実践能力の習得
を支援する。 

・職員が高い意欲を持ち、
能力を発揮できる病院を
目指し、学会等へ参加す
る機会の確保と、病院内
における研修会、講演会
等の開催に努める。 

・ハラスメントの防止につ
き、必要な措置を講じる。 
 

２ 職員の健康管理対策の
充実 

職員の身体面だけでなく
メンタル面も含めた、心身
の健康管理対策を充実する
ため、定期健康診断、特殊
健康診断、人間ドック健診
を実施するとともに、全職
員を対象にした健康管理研
修会を開催する。 
１月単位の変形労働時間

制を採用し、時間外勤務時
間の削減、年次有給休暇の
取得促進、代休の取得や週
休日の振替の徹底、育児部
分休業の活用等適切な労働
管理のもと職員の家庭環境
に配慮する。 

 
 
１ 職員の就労環境の整備 
○夜間救急外来における当直受付業務に係る常勤 

職員の負担軽減【No.3再掲】 
・平成 27年度まで常勤職員のみで行っていた夜間 
当直受付業務について、平成 29年度に新たに 3 
名の消防職員ＯＢを追加し計 5名とした。これに
より、常勤職員の夜間当直業務を廃止し、負担の
軽減を図った。 

 
○こども参観日の開催 
・ワークライフバランスに関する取り組みの一環 
として、職員の子どもを対象にした「こども参観 
日」を開催し、子どもたちに病院見学や病院の役 
割の説明等などを行った。 （開催日：12月 27 
日、1月 5日） 

 
○労務管理・ハラスメント研修の実施 
社会保険労務士を講師に、管理職向けの「ハラ

スメント研修」を開催し、職員の労務管理やハラ
スメント防止のための注意点等について講義を受
けた。 開催日：2回（5/15、6/12） 
 
○労働基準監督署による臨検により是正勧告を受
けたため、年度内に改善報告を提出し、時間外
勤務等の適正化に向け、時間外勤務の事前命
令・事後確認の徹底、電子カルテアクセスログ
等の適正管理、過重労働の縮減対策等に取り組
んでいる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 職員の健康管理対策の充実 
健康管理対策実施状況 
【健康診断関係】 
・定期健康診断           受診数 162名 
・特殊健康診断（有機溶剤）受診数 6名 
・特殊健康診断（深夜業務・Ｘ線）受診数 309名 
・人間ドック       受診数 137名 

※以上、常勤職員について記載 

 【健康管理セミナー】 
○「ストレスマネジメントとしてのヨガ」の開催 
日本ヨガ療法学会認定ヨガ療法士を講師に招

き、ヨガの呼吸法の効果についての説明等を受け
るとともに、日々の仕事中やストレスを感じた時
に効果のあるヨガのポーズを紹介、実践した。 
・開催日時：11月 7日、開催場所：下呂交流会館 
出席人数：28名 

 

 

 

Ⅱ 
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岐阜県総合医療センター 岐阜県立多治見病院 岐阜県立下呂温泉病院 
H29 度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 

      ・特に進捗した取組 

   ・その他の主な取組 

   ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

    ・特に進捗した取組 

 ・その他の主な取組 

    ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

          ・特に進捗した取組 

    ・その他の主な取組 

  ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 病児・病後児保育を含 
めた院内保育施設の整備及び
充実 
院内保育所の在り方について

職員との意見交流を図り、保育
の質の向上や運営体制の充実を
行うなど、環境整備に取り組む。 
また、２４時間保育を継続的

に実施する。 
 

＜任意検査等（各種抗体検査、予防接種等）＞ 
・Ｂ型肝炎検査及び小児ウイルス検査を実施
した。その結果、抗体が陰性で予防接種を
希望する職員に対しては、ワクチンの接種
を行った。 

・また、希望する職員に対してはインフルエ
ンザワクチンの接種を実施した。 

 
＜メンタルヘルス＞ 
・「岐阜県総合医療センターにおける心の健康

づくり計画」に則り、全職員向け及び管理
者向けのメンタルヘルスに関する研修をそ
れぞれ実施した。 

・院内に設置した相談窓口（さわやか健康相
談）において、専任の臨床心理士による相
談を実施するとともに、外部の相談窓口と
して、「心の健康相談」事業を黒田クリニッ
ク及び県精神保健福祉センターで実施し
た。 

・ストレスチェックを実施し、結果を衛生・
労働安全委員会に報告するとともに、健康
リスクが高いと分析された所属に対しては
産業医による聞き取りを実施した。 

 
 
３ 病児・病後児保育を含めた院内保育施設
の整備及び充実 

・平成 24 年２月から 24 時間保育を実施して
いる。 

・病児・病後児保育の定員について、平成 29
年４月から３人から６人へと変更した。こ
の 結果、多くの職員が利用することがで
きた。 

・平成 30年３月からネット予約システムを導
入し、利便性の向上を図った。 

 
○院内保育所の運営状況（年度末現在） 
・入所施設（こばと）      単位：人 

            
項目／年度 

H27 H28 H29 

入所者数 47 47 54 

保育士数 10 18 22 

 
・病児・病後児保育施設（バンビ）単位：人 

項目／年度 H28 H29 

延べ利用者数 94 283 
保育士・看護師数 3 3 

※H28.4 運営開始、定員 H28:3 人 → H29:6
人 
 

実施する。 
・要精密検査等の指示のあった者

に対してフォローをし、受診勧
告を行う体制の構築を図る。 

○人間ドック 
・３０歳代偶数年齢及び４０歳以

上の正職員のうち希望者に対
して実施する。 

○肝炎検査 
・肝炎に暴露する可能性のある職

場に勤務する職員に対して実
施する。 

・陰性者に対するワクチン接種に
努める。 

○小児４種抗体検査 
・新規採用者及び転入者に対して

実施する。 
○結核検査 
・新規採用職員を対象に血液検査

を実施し、各個人の基準となる
数値の把握を行う。 

・全職員に対し、胸部Ｘ線撮影を
年２回実施する。 

○ワクチン接種 
・当院に勤務する職員に対し、イ

ンフルエンザワクチン接種を
実施する。 

・破傷風菌に暴露する可能性のあ
る職務に従事する職員に対し、
破傷風ワクチン接種を実施す
る。  

○作業環境管理 
・当院の衛生管理者による職場巡

視を実施し、作業環境の衛生調

査や、作業条件・施設等を確認

し、職員の健康障害の防止を図

る。 

３ 院内保育施設の充実 
・仕事と家庭の両立を支援するた

め、夜間保育・休日保育・病児
保育を引き続き実施するとと
もに、職員のニーズに柔軟に対
応できる体制づくりに努める。 

・院内保育施設の充実を図るた
め、施設移転改築計画の設計を
進める。 

 施設規模等：木造平屋建て 
延床面積：約５００㎡ 
定員：６０名 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 院内保育施設の充実 
・ 保育所運営委託業者を交えて設計委託
業者と協議を重ね、実施設計を完了した。
また、平成 30 年 3 月に入札を実施して施
工業者を決定し平成 31 年 3 月移転、開設
に向けた準備を行った。 

・ 夜間保育、休日保育、病児保育につい
て継続して実施した。 

 
【院内保育状況】  

単位：人・日（各年度末時点） 

区分＼年度 H27 H28 H29 

入所者数 54 54 52 

夜間
保育 

利用者数 46 87 103 

対応曜日 木曜日 木曜日 木曜日 

休日保育日数 110 114 102 

病児保育利用（延
人数） 

116 88 75 
 

 
３ 院内保育施設の充実 
育児中の女性医師が夜間

の診療業務に従事する際に
は、夜間保育を実施する等
の対策を講じる。 
また、第２、第３土曜に

実施している「土曜保育」
について、継続して実施す
る。 

 

 
３ 院内保育施設の充実 
○院内保育所 
幼児を持つ病院職員が働きやすい環境整備に努

め、29年度は 13名の託児を受け入れた。 
また、平成 24年 6月から制度化された土曜保育

は、病院職員の勤務体制確立の一役を担っている。 
 
【院内保育所の運営状況】 

  27年度 28年度 29年度 

入所児童数 9 名 5 名 13 名 

保育士数 4 名 5 名  5 名 

※各年 3.31時点 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改

善が完了したものを除く。） 

 

自己評価理由 

 
病児・病後児保育定員を増加し、院内

保育施設の充実を図ったことに加え、

その他も継続的な取組が実施できて

おり、項目全体で特に進捗していると

評価。 

過去の実績報告書に記載された改

善方策（改善が完了したものを除

く。） 

 

自己評価理由 

 
院内保育所の新築移転計画は、設計が完了、施

工業者も決定し、進捗したが、項目全体として

は、平年並みと評価 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了

したものを除く。） 
自己評価理由 

 
継続的な取り組みが実施で

きているものの、労働基準監

督署による臨検により是正

勧告を受けたため、年度計画

を下回っていると評価。 

昨年度の評価結果に対する取組状況 昨年度の評価結果に対する取組状況 昨年度の評価結果に対する取組状況 
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県立病院法人(三病院共通)委員検証シート 

 
８－２ 岐阜県及び他の地方独立行政法人との連携に関する事項 

岐阜県総合医療センター 岐阜県立多治見病院 岐阜県立下呂温泉病院 
H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 

・特に進捗した取組 

   ・その他の主な取組 

   ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

・特に進捗した取組 

   ・その他の主な取組 

   ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

 ・特に進捗した取組 

   ・その他の主な取組 

   ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

 

項目番号 29 

 
医師、看護師、コメディ 

カル等の医療従事者の人事
交流など、岐阜県及び岐阜
県が設立した他の地方独立
行政法人との連携を推進す
る。 

 

 
 
 
 
・岐阜県へ２名の退職派遣を行った。 
 
○職員の他法人への出向状況       単位：人 

項目／年度 H27 H28 H29 

看護師 (2) (1) (2) 

コメディカル 0 0 0 

合計 (2) (1) (2) 

※（ ）は岐阜県への退職派遣者数《外数》 
 
○他法人職員の受入状況          単位：人 

項目／年度 H27 H28 H29 

看護師 0 0 1 

コメディカル 0 0 0 

合計 0 0 1 

※再掲 

 

 

Ⅲ 

 

項目番号 28 

 
・医師、看護師やコメディ
カルなどの医療従事者の
人事交流や災害時におけ
る協力体制など、岐阜県
及び岐阜県が設立した他
の地方独立行政法人との
連携を推進する。 

・県民が必要とする質の高
い医療整備の提供に向
け、新中央診療棟整備事
業については、岐阜県と
緊密に連絡を調整する場
を設ける。 

 

 

 

 
 
 
・ 県が㈱富士通総研に事業委託し設立した岐阜
県ＢＣＰ研修・訓練センターの支援を得ながら
ＢＣＰ（診療継続計画）の策定を進め、災害医
療体制の充実を図った。 

・ 岐阜県総合医療センターの医師を講師に招
き、感染対策講演会を開催し、県立病院間で業
務事例を情報共有することができた。 

・ 県（医療整備課）に随時基本設計の検討図案
等を提供したほか、県公共建築課へ基本設計案
について説明し意見を求めた。 

 

 

 

Ⅲ 

 

項目番号 27 

 
医師、看護師、コメディ

カル等の医療従事者の人事
交流等、県及び県が設立し
た他の地方独立行政法人と
の連携を推進する。 

 

 
 
 

・県（医療整備課等）及び４法人（３病院・看護 
大）の会議に参加し、法人の課題等に対する意
見交換等を行った。 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 
継続的に取組ができて

いるが、平年並みの実

績と評価 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 
継続的な取組が実施で

きているが、平年並みの

実績と評価 

 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 
継続的な取り組みが実

施できているが、平年並

みの実績と評価。 

 

昨年度の評価結果に対する取組状況 

昨年度の評価結果に対する取組状況 昨年度の評価結果に対する取組状況 
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県立病院法人(三病院共通)委員検証シート 

 
８－３ 施設・医療機器の整備に関する事項 

岐阜県総合医療センター 岐阜県立多治見病院 岐阜県立下呂温泉病院 
H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 

・特に進捗した取組 

    ・その他の主な取組 

           ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

・特に進捗した取組 

  ・その他の主な取組 

       ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

・特に進捗した取組 

  ・その他の主な取組 

       ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

 

項目番号 30 

１ 医療機器の計画的 
な更新・整備 
耐用年数を経過した

医療機器については、費
用対効果、医療技術の進
展等から総合的に判断
し、計画的な更新を図る
とともに、県民の医療需
要や高度先進医療を推
進するために医療機器
等の整備を行う。 
 
 
 

２ 診療施設等の計画 
的な整備 
放射線治療装置（リニ

アック）の更新に伴う南
棟（仮称）の整備を検討
するとともに、既存施設
の改修を計画的に進め
る。 
なお、これらの整備に

当たっては、総合医療セ
ンターとして担うべき
機能の強化が図られる
よう、医療需要や費用対
効果等を総合的に勘案
するものとする。 

 

 
 
 
１ 医療機器の計画的な更新・整備 
・医療機器について、計画的な整備を実施した。 
 
○医療機器・施設整備に関する総投資額      

 投資額 財  源 

病院施設、医療
機器等整備 

1,133 百万
円 

設立団体からの長期
借入金等 

 
 
 
 
 
２ 診療施設等の計画的な整備 
・医療需要や費用対効果などを総合的に判断し、中央放
射線部や薬剤センターの医療機器を更新した。 

・質の高い集中治療を行うため、救命救急センターの改
修工事を実施した。（S-ICU:0床→8床、救命救急:26床
→22床、ICU:4床→0床） 

・放射線治療装置（リニアック）の更新に伴う南棟の整
備について、その基本計画を策定した。 

 

 

Ⅳ 

 

項目番号 29 

１ 医療機器の計画的な 
 更新・整備 
・医療機器整備委員会に
おいて、各診療科の要
望を取りまとめた上
で、県 民の医療需要、
費用対効果、医療需要
と医療技術の進歩など
を総合的に 判断して
購入予定機器を選定
し、新規購入や更新を
補助金の活用も図りな
がら計画的に進める。 

 
 
２ 質の高い医療をする 

ための新中央診療棟 
の整備 

・新中央診療棟整備事業
の基本設計を着手し、
建設に向けての取組を
進める。 

・併せて、新中央診療棟
整備事業の関連事業で
ある病院入口の市道拡
幅整備や、立体駐車場
整備などの取組も進め
る。  

・施設改修については、
新中央診療棟整備事業
を考慮しその優先度を
見極めたうえで適切に
実施する。 

・患者意見箱の施設整備
に関する要望、意見に
ついて、内容を精査し
たうえで対応してい
く。 

・情報ネットワーク更新
について、１０ヵ年計
画を策定し新中央診療
棟整備事業との連携を
進めていく。 

・特に、電子カルテ更新
は、プロポーザルによ
る業者決定をし、平成
３０年度導入に向けた
取組を進める。 

 
 
１ 医療機器の計画的な更新・整備 
・ 医療機器等の整備については、新棟整備計画を踏ま
え「緊急度・移設性・収益性」などを総合的に勘案し
整備を進めるため、平成29年度は、高額医療機器（3,000
万円以上の放射線機器・手術室機器等）について、医
業経営コンサルタントのサポートを受けながら新規購
入・更新の要望を取りまとめた。（平成 30 年度中に高
額医療機器以外の医療機器も含めた全体的な整備計画
を策定する予定） 

（単位：百万円） 
区分＼年度 H27 H28 H29 

医療機器等整備 526 246 177 

施設等整備 318 370 38 

合 計 844 616 215 

 
２ 質の高い医療をするための新中央診療棟の整備 
・ プロポーザル方式により基本設計業務委託業者を選
定し、平成 29 年 7 月に契約を締結し基本設計に着手し
た。院内各部門ワーキンググループにおいて具体的な
検討を重ね、平成 30 年 6 月末の基本設計策定に向けて
取り組んだ。 

・ 立体駐車場整備については、平成 30 年 6 月にプロポ
ーザルを実施する予定で、仕様書の作成等を進めた。 

・ 情報ネットワーク機器の更新については、医療総合
情報システム（電子カルテ）の再構築に合わせて 6 年
計画を策定した。 

・ 医療総合情報システム（電子カルテ）の更新につい
ては、平成 31(2019)年 5 月の稼働に向け計画を推進し
た。 
 

 

 

Ⅳ 

 

項目番号 28 

１ 医療機器の計画的な更 
新・ 整備 
医療機器は、費用対効果、

県民の医療需要、医療技術の
進展等を総合的に判断し、計
画的な更新・整備を実施す
る。 
なお、次期中期計画期間中

に更新を迎える医療総合情
報システムについては、準備
を進めるために順次検討を
行う。 
また、将来の収支計画に配

慮したうえで、必要に応じリ
ース契約の活用も検討する。 
今年度は、地域医療の充実

を図るため、国庫補助制度等
を活用して、核医学検査装置
（ＲＩ検査でガンマ線を検
出するシンチカメラほか）の
整備を図る。 

 
 

２ 施設の計画的な整備 
不足している職員の福利

厚生機能等を持つ施設の整
備については、経営状況の改
善に努め、その状況に応じ
て、検討に取り組む。 
 
 

 

 
１ 医療機器の計画的な更新・整備 
○計画的な更新・整備 
・病院移転後の財務状況から、29 年度は 
老朽化、メーカーメンテナンス期間終了
後の故障機器等使用不能により日々の
診療に支障を来す機器の更新・整備を中
心に実施した。また高額機器について
は、極力補助金活用による導入を目指
し、計画的な機器の更新を図った。 

 
・平成 29 年度導入医療機器 

生化学自動分析装置 他 26 品目  
計 54,805 千円  

 
○補助金の活用による整備 
・下呂市地域医療確保施設設備整備事業
費補助金：内視鏡ビデオシステム 

・保健衛生施設等施設整備費補助金（岐 
阜県重症難病患者拠点・協力病院設備 
整備費補助金）：多人数用透析患者監視 
装置 

 
 
２ 施設の計画的な整備 
職員の福利厚生施設（別棟）の整備に

ついては、経営状況の改善に努め、その
状況に応じて、検討に着手する。 

 

 

Ⅲ 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 
救命救急センターの改修工
事や南棟整備に係る基本計
画の策定など、計画的な整備
が実施できており、項目全体
で特に進捗していると評価。 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 
新中央診療棟整備に向け、関
連事業も含め、着実に遂行で
きている。 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 
継続的な取り
組みが実施で
きているが、平
年並みの実績
と評価。 

昨年度の評価結果に対する取組状況 昨年度の評価結果に対する取組状況 昨年度の評価結果に対する取組状況 
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県立病院法人(三病院共通)委員検証シート 

 
８－４ 法人が負担する債務の償還に関する事項 

岐阜県総合医療センター 岐阜県立多治見病院 岐阜県立下呂温泉病院 
H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 

             ・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

    ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

   ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

・特に進捗した取組 

   ・その他の主な取組 

   ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

 

項目番号 31 

法人が岐阜県に対し
負担する債務の償還を
確実に行っていく。 

 

 
・法人が岐阜県に対し負担する債務の償還を確実に実施 
した。 

 
○債務の償還状況（合計）      単位：百万円 

年度 実績 計画 

27年 752 752 

28年 2,137 2,137 

29年 982 982 

30年  921 

31年  1,471 

中期計画期間計  6,264 
※第１期中期計画（H22～H26） 
 実績 10,826 千円、計画 10,826 千円 
 
＜内訳＞ 
○移行前地方債償還債務       単位：百万円 

年度 実績 計画 

27年 449 449 

28年 459 459 

29年 462 462 

30年  386 

31年  993 

中期計画期間計  2,750 

※第１期中期計画（H22～H26） 
 実績 10,826 千円、計画 10,826 千円 
 
○長期借入金償還額         単位：百万円 

年度 実績 計画 

27年 303 303 

28年 1,677 1,677 

29年 519 519 

30年  535 

31年  478 

中期計画期間計  3,513 
 

 

Ⅲ 

 

項目番号 30 

 
法人が岐阜県に対し

負担する債務の償還を
確実に行っていく。 

 
・ 法人として岐阜県に対し負担する債務の償還

を確実に行った。 
 
【企業債償還額（元本）】（単位：百万円） 

償還月 金 額 

9 月 260 

3 月 263 

計 523 

 
【債務の償還状況（合計）】（単位：百万円） 

年度 実績 

第１期中期計画期間
計 

3,603 

H27 485 

H28 589 

H29 523 

 
（内訳） 
移行前地方債償還債務 （単位：百万円） 

年度 実績 

第１期中期計画期間
計 

3,211 

H27 297 

H28 307 

H29 316 

長期借入金償還額   （単位：百万円） 

年度 実績 

第１期中期計画期間
計 

392 

H27 188 

H28 282 

H29 207 
 

Ⅲ  

項目番号 29 

 
法人が岐阜県に対し

負担する債務の償還を
確実に行っていく。 
 

 
 
岐阜県に対し負担する債務について、次のとおり償還

を行った。 
 
【当期の償還状況】 

(移行前地方債償還債務) 

区 分 金額 
期首残高 537,555,191 円 
当期償還額 68,137,124 円 
期末残高 469,418,067 円 

 

(長期借入金) 

区 分 金額 
期首残高 5,092,620,000 円 
当期借入額 24,400,000 円 
当期償還額 105,376,552 円 
期末残高 5,011,643,448円 

 
【年度別の償還状況】        単位：百万円 

年度 実績 実績 

第１期中期計画期
間(H22-26計) 

移行前地方債償
還債務 

934 

長期借入金償還額 62 

27年度 
移行前地方債償
還債務 

62 

長期借入金償還額 34 

28年度 
移行前地方債償
還債務 

65 

長期借入金償還額 63 

29年度 
移行前地方債償
還債務 

68 

長期借入金償還額 105 
 

 

 

Ⅲ 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 
継続的に取組ができてい

るが、平年並みの実績と

評価 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 
償還計画に則って償

還できている。 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 
岐阜県に対し負担する債務

の償還を確実に行ってお

り、平年並みの実績と評価。 

 

昨年度の評価結果に対する取組状況 昨年度の評価結果に対する取組状況 昨年度の評価結果に対する取組状況 

 

 



10 
 

県立病院法人(三病院共通)委員検証シート 

 
８－５ 積立金の使途 

岐阜県総合医療センター 岐阜県立多治見病院 岐阜県立下呂温泉病院 
H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 

             ・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

    ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

   ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

・特に進捗した取組 

   ・その他の主な取組 

   ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

 
 

 
 

 

 

 

項目番号 31 

積立金の使途 
 
前期中期目標期間に

おける積立金について
は、病院施設の整備、医
療機器の購入等に充て
る。 
 

 
 
・ 前期中期目標期間における積立金について
は、今後発生する病院施設の整備、医療機器の
購入等に充てる。 

 

 

Ⅲ 

 
 

 
 

 

 

 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 
計画に則って資金留

保できている。 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 

昨年度の評価結果に対する取組状況 昨年度の評価結果に対する取組状況 昨年度の評価結果に対する取組状況 

 


